
 
 
 

◆ 公共施設等総合管理計画について 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 本町の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

山ノ内町公共施設等総合管理計画【改訂】 概要版 

【背景と目的】（P1） 
 

 

 

 

 

【施設の対象範囲】（P2） 
 

 

 

 

本町では、長期的な視点をもって公共施設等の全庁的、総合的な管理を推進するため、山ノ内町公共施設等総合管理計画を

平成 29（2017）年 3 月に策定しました。 

これまで進めてきた公共施設等に関する取組や各施設管理者が定めた個別施設計画の考え方を踏まえ、令和 4（2022）年

3 月に計画の改訂を行いました。 

本計画で取り扱う対象施設は、令和 3（2021）年３月末時点の本町が所有する学校・町営住宅・庁舎等の建築物系施設や

道路、橋梁、上・下水道等のインフラ施設を対象とします。 

【人口の動向及び将来の見通し】（P4～P8） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【財政状況】（P9～P13） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 60（1985）年から人口減少が加速し、令和 2（2020）

年の国勢調査人口は 11,352 人となっています。 

「第 2 期 山ノ内町人口ビジョン」の将来展望人口では、令

和 47（2065）年の総人口を 6,884 人と展望しています。 

歳入総額は、平成 23（2011）年度から平成 28（2016）

年度までは、概ね 65 億円前後で推移していましたが、平成

29（2017）年度以降 70 億円を超えて推移し、令和 2

（2020）年度は、新型コロナウイルス感染症対策関連の影響

もあり前年度と比べて増加となっています。 

歳出においては、義務的経費は横ばい傾向であるものの、今

後、高齢化の進展により、医療費等の社会保障費の増加が見込

まれます。令和 2（2020）年度の補助費が新型コロナウイル

ス感染症対策により 28 億円と大きく増加しています。投資

的経費は、平成 23（2011）年度以降４億円～12 億円前後

で推移していますが、今後更新を迎える公共施設等の維持更

新費用の増加に伴う財源の捻出が課題となります。 

【公共建築物の現状】（P14～P16） 

【インフラ施設の現状】（P17～P19） 

出典：第 2 期人口ビジョン 

新設：児童バス停待合所 トイレ（星川） 廃止：旧北小学校（普通教室棟・特別教室棟）
教員住宅（南部 1） 
生活改善センター（下須賀川） 
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◆ 将来の更新費用の推計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 公共施設等の基本的な方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【将来の更新費用の推計】（P21～P25） 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各施設を耐用年数経過時に

更新した場合や重大な損傷が

生じてから対処する対症療法

的な修繕等を実施した場合の

必要コスト（単純更新）と、各

個別施設計画（長寿命化計画）

で策定された必要コストを比

較することにより、将来に係

るコストにどれだけの効果が

出てくるのかを分析する事が

できます。 

普通会計及び公営企業会計

全体の今後 10 年間（令和３

（2021）年度から令和 12

（2030）年度）の各個別施設

計画に基づく効果額は、全体

で約 52 億円となります。 

普通会計（建築物､インフラ

施設）は 41.1 億円、公営企業

会計（上水道､下水道）は 10.5

億円の効果額となります。 

【計画期間】（P26） 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

【公共施設等の管理に関する基本的な方針】（P30～P32） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

【PDCA サイクルの推進】（P33） 
 
 
 
 

 

 

 

■公共建築物保有量の縮減目標 

「山ノ内町公共施設個別施設計画」で検討した結果に基づき、令和 12

（2030）年度までに 12 施設の譲渡・廃止を行い、平成 28（2016）

年度の計画策定時点の公共施設延床面積から 15%削減を目指します。 

■インフラ施設 

各「長寿命化修繕計画」等に基づき、計画的に点検、修繕を実施していく

ことで長寿命化を図り、更新サイクルを伸ばすことにより、維持管理のト

ータルコストを縮減します。 

計画的な公共施設等の管理のために、今後も必要な施設については、更新して維持管理を図り、機能を集約できる施設に

ついては統合するなどして、効率的に行政サービスを提供していきます。 

項目 具体的な取組方針 

① 点検・診断等 日常点検と定期・臨時点検、点検結果の集積・蓄積・活用等 

② 維持管理・修繕・更新等 

維持管理費・修繕費を平準化し、トータルコストを縮減 

設備・機器の改修等で省エネルギー・ＣＯ２排出削減 

運営については、PFI などの民間の資金、経営能力、技術的能力を活用等 

③ 安全確保 利用者の安全確保のための改修、利用見込みの低い施設の除却等 

④ 耐震化 災害時の拠点施設としての観点も含め、防災・耐震性能の強化等 

⑤ 長寿命化 予防保全による修繕時の長寿命化、個別に長寿命化計画の策定等 

⑥ ユニバーサルデザイン化 住民ニーズや関係法令等におけるユニバーサルデザインのまちづくり 

⑦ 複合化・集約化の推進 将来的な施設の必要性・集約化の検討、広域的な視野での検討等 

⑧ 体制の構築 横断的な推進体制の構築、職員研修、町民との情報共有等 

 

 

 

 

 

 
 

本計画は、基本計画の更新等に合わせ、本計画に掲げた目標を達成するための進捗管理と点検評価のＰＤＣＡ（計画・実

行・評価・改善）サイクルの考え方に基づき計画の随時見直しと充実に努めます。 

本計画は長期的な取り組みとなるため、社会経済情勢等の変化など、前提となる条件が大きく変わった時点で、適宜必要

な見直しを行うとともに、議会への報告やホームページへの掲載により町民へ公表します。 

平成 29（2017）年度～令和 12

（2030）年度の 14 年間を対象期間

とします。 

今後の上位計画の変更や社会情勢等

の変化を踏まえて必要に応じて見直

しを行います。 

【公共施設等の管理の目標】（P29）
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公共建築物 インフラ（道路・橋りょう・トンネル・シェッド・林道施設） 上・下水道

過去５年における投資的

経費及び維持補修費の

平均 (12.22億円)

単純更新の10年間の

更新費用（172.31億円）

36年間整備額

505.65億円

個別施設計画等における

1年当たり整備額

（14.05億円）

個別施設計画の10年間の

更新費用 (120.76億円)

個別施設計画（長寿命化計画）

により10年間で

約52億円縮減
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